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近年，対立問題に関する研究が増えてきている。特に子どもの介入行動の実現を目指したピア・メディエーションなどの教育的

支援について検討されている。しかし，このような子どもの介入行動はこれまでの研究知見との理論的な結合が検討されてこなか

った。そこで本研究は，児童期の子どもの介入行動に焦点を当て，その特徴とこれまでの研究を概観した。次に，子どもの介入行

動を捉える概念として，援助行動と向社会的行動の研究に焦点を当てて検討した。その後，計画的行動理論と友人関係研究を参考

に，学校環境において児童期の子どもの介入行動が実行されるプロセスを捉えるモデルを提示した。このモデルから，子どもの介

入行動が実現するための学校における教育的支援の在り方について検討した。その結果，子どもの介入行動を肯定する社会的目標

が影響し，教育的支援が実践される集団において，共感性と道徳性を高めつつポジティブな尊敬を促す相互作用が行われることが

重要であると示唆された。 

 

 

はじめに 

 

対立する人と人の仲を取り持つことは，人として大切

な行動である。これまで，子どものけんかやもめごとに

ついては個人の内面的な葛藤から対人的な葛藤など，多

くの研究が示されてきた。しかし，誰もが他者の対立に

介入し，問題を解決できるわけではない。見知らぬ他者

同士や集団の中においては尚更である。では，親しい友

人同士や自らが所属する集団の中においてはどうだろ

うか。自分の持つ社会的スキル，親しい友人同士との関

係性や集団における自らの立場など，様々な要因が影響

することが考えられる。 

他者の対立問題に介入することは容易なことではな

い。しかし，当事者同士での解決が難しい対立問題の場

合，第三者の介入によって解決を目指すことが求められ

る。このような問題に対して，社会的スキルやピア・メ

ディエーションなどの教育的支援を通した対立解消ス

キルの習得，また他者の対立問題への子どもの介入行動

を促そうという実践研究が見られるようになってきた。

だが，個人内や個人間の葛藤についての研究が増えてき

ている中，他者の対立問題への子どもの介入行動につい

ての理論的な研究は乏しい。それはこれまでの様々な領

域で進められてきた研究との理論的な統合が十分にな

されていないことが考えられる。また，他者の対立問題

への子どもの介入行動という研究の視点の独自性が不

明確なまま，研究や実践が進められている現状が考えら

れる。よって，これまで取り組まれている社会的スキル

やピア・メディエーションなどの教育的支援を通した対

立解消スキルの習得の実践研究と，これまで介入行動の

理論と近接した研究領域で進められてきた概念や研究

の知見を統合的に検討する必要がある。 

 本研究では，児童期における他者の対立問題への子ど

もの介入行動に焦点を当て，その特徴とこれまでの知見

を概観する。次に，子どもの介入行動の実現を捉える概

念を，援助行動と向社会的行動の研究に焦点を当てて検

討を行う。その後，計画的行動理論と友人関係研究を参

考に，学校環境において児童期の他者の対立問題への子

どもの介入行動が実行されるプロセスを捉えるモデル

を提示し，このモデルから子どもの介入行動が実現する

ための学校における教育的支援の在り方について考察

する。本研究における“子どもの介入行動”とは，「他者

同士の個人間で生じている対立問題に対して，対立当事

者ではない第三者の子どもが，その対立問題に対して問

題解決を目指して介入する行動」として論考を進める。 
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対立問題に関する研究の動向 

 

対立問題に関する研究は，社会心理学の分野において，

社会的葛藤(social conflict; Shantz, 1987)として研究が

進められてきた。社会的葛藤とは，「他者関係において，

対人的な対立の状況による精神的葛藤状態」である。ま

た，「一方の子どもAが他方の子どもBに言動的，行動

的に影響を与える時，Bが抵抗を，Aがその行動の維持

を示す」という，個人間の明らかな対立状態に対しては，

対人葛藤として研究が進められてきている(中川・山崎, 

2003)。また発達心理学の分野ではいざこざ(trouble; 

Hartup et al, 1988)として，「一方または両方の行為に対

して，相手の子どもから不満や抗議，抵抗などが示され

る問題」について研究が進められている。本研究ではこ

れらのような領域で進められている研究を踏まえつつ，

子どもの対立問題に関する行動を広く捉え検討するこ

とを目的とする。よって，本研究における“対立問題”

を，「社会的葛藤と対人葛藤，そしていざこざの定義を包

括的に含み，対人的な対立問題の状況において，一方ま

たは両者が不満や抗議，抵抗，及び攻撃行動を示してい

る状況」として論考を進める。また本研究では児童期に

おける個人間の対立問題に焦点を当てることとする。 

１．対立問題に関する研究の動向 

子どもが悩みを抱えることの多い対立問題であるが，

対立する当事者となる子どもの葛藤や対立に関する研

究は，これまでも研究が進められてきている。例えば吉

野(1987)は，子どもが対立問題に対してどのような反応

をするかについて検討している。また山岸(1997)は，子

どもが対立問題に対してどのような解決方略を選択す

るかについて検討している。このように，これまでの研

究では，子ども個人の内面における心理的葛藤について

の検討が多く見られた。これらの研究より，対立当事者

となる子ども個人の内面における葛藤への対応や，対処

などの心理的影響について明らかにされてきた。 

最近の研究では個人の内面的な検討だけでなく，いわ

ゆる仲直りや和解といった対立問題に対する手続きや，

対立解消に向けた対立当事者の行動に注目が移ってき

ている(沓掛, 2002)。当事者同士の赦しや謝罪による解

決が好ましいということは，様々な研究で指摘されてい

る(Boehm, 2012)。このような研究から，対立当事者が

対立問題を修復的に解決する重要性を指摘することが

できる。しかしながら，赦しや謝罪が人の本来的に持つ

対人的機能であることが指摘されながらも(Rusbult et 

al., 2005)，実験的に検討された研究は見られない(大坪, 

2015)。また現実的にも，現在でも大人の多くの対立問

題の解決は司法に委ねられているように，子どもの対立

当事者同士による対立解消が難しいことも指摘されて

いる(Yarn, 2000)。 

２．対立問題への第三者の介入 

このような状況の中で注目されるのは，対立当事者で

はない第三者の介入，つまり介入行動である。子ども同

士の仲直りには第三者の介入が必要であることや(大坪, 

2015)，個人間ではないが，いじめ問題においては傍観

者の介入行動の重要性が指摘されている(森田,2010)。ま

た，学校における対立問題の多くには教師が介入し，仲

裁・調停する場面がしばしばみられるが，教師が子ども

同士の対立問題へ介入し，問題の善悪を判断して仲直り

させることは，子どもが対立問題の解決方法を考える機

会を失ってしまうことから，逆効果になる可能性も指摘

されている(Butovskaya et al., 2000)。 

アメリカやイギリス，カナダでは学校現場において，

子どもが子どもの対立問題に介入して解決を図る，ピ

ア・メディエーション(Peer Mediation; Johnson et al., 

1998)や，紛争解決スキルカリキュラム(Kridler, 1994)が

導入されている。これらの取り組みによって，子どもの

対立問題の解消には，同輩である子どもによる介入が有

効であることは示されつつも，対立問題への介入行動に

ついて，その行動の抑制要因や生起要因，また動機づけ

について検討された研究は見られなかった。また，その

介入行動自体も，これまで心理学で進められてきた研究

知見との理論的な結合は未検討であることが指摘され

ている(大坪, 2015)。よって他者の対立問題への子ども

の介入行動という研究の視点の独自性が明確ではなか

った。 

３．児童期において対立問題が生じる原因 

 子どもは児童期以降，様々な環境移行を経験する。環

境移行とは人生の節目になるような大きな環境の変化

である(清水, 2012)。小学校での生活は子どもたちにと

って，環境移行の連続と言っても過言ではない。小学校

へ入学することは環境移行であるが，もう少し細かく見

ると，例えばクラス替えや学級担任の交代，また席替え

などが考えられる。このような環境移行は，大人が考え

るよりも子どもたちにとって変化は大きく，スムーズに

新しい環境に適応し，新たな仲間とのつながりを持つこ
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とは容易ではない。この仲間とのつながりについて

Selman(1981)は，視点習得(対象を他者の視点に立って

見ること)の能力と関連するという。Selmanは児童期を

通して，他者は自分の欲求を満たしてくれる存在である

という一方的な見方から，自分と他者の欲求を調整する

互恵的な見方へと友人関係の捉え方が発達し，視点習得

していくとし， 5 段階のモデル (Interpersonal 

Negotiation Strategies: 対人交渉方略，以下 INS モデ

ルと記す)を示している。INSモデルは，これまで子ども

の他者との対立問題に関する研究で見過ごされてきた

発達的な側面を視野に入れて検討され，対人行動におけ

る対人志向スタイルの発達として，他者変容志向，自己

変容志向，協調的志向の 3 つ設定している

(Yeates&Selman, 1989)。この発達を通して，悩みの相

談や話し相手という，いわゆる親友や重要な他者ができ

るようになるという。清水(2012)はこの過程には，パー

ソナリティ特性について理解する能力も影響するとし，

この能力も児童期に発達すると指摘する。パーソナリテ

ィ特性が理解できることで，他者の様々な行動の原因に

ついて説明することができたり，他者の未来の行動を予

測したりすることができる(Livesley &Bromley, 1973)。 

 また，発達によって子どもの問題解決の方法は，非言

語的攻撃・報復から言語的主張方略へ変化するという

(丸山, 1999)。大対・松見(2002)はこれを社会性の発達と

捉え，社会的スキルの低い子どもは社会性が未発達で，

社会性が高い子どもに比べて自己中心的な方略が多く，

言語的な主張の方略が少ないことを指摘している。この

ように，児童期の子どもの対立問題には発達が影響して

いることが分かる。また，発達のレベルが示されている

ように，子どもそれぞれで発達の段階は少なからず異な

り，その差異が視点習得やパーソナリティ特性の理解に

ついての能力の差異に影響すると考えられる。視点習得

とパーソナリティ特性が INS モデルと関連することが

示されたことから，発達段階の違いが子どもの対立問題

が生じる要因の一つであると考えられる。 

４．対立問題に関する研究の問題点 

 これまでの対立問題に関する研究では，個人内におけ

る葛藤や対人的な対立の際の解決の方略について検討

が進められてきた。赦しや謝罪の重要性，そして発達的

な差異の影響がこれまでの整理で示された。また，対立

当事者同士による対立解消が難しいことや，第三者の介

入が有効であることも指摘され，介入の実現のための教

育的支援の在り方やスキルも特定されつつある(池島, 

2010; 白木, 2013)。しかしその一方で，対立当事者以外

の第三者の子どもが，対立問題へ介入しようとするか否

かの個人差については明らかにされていない。そして，

子どもの介入行動の実現に必要な個人の資質やスキル，

また環境の要因について，近接する研究領域の概念や知

見に基づいた包括的な整理はされてはこなかった。そこ

で本研究では，子どもの介入行動を捉える概念として，

援助行動と向社会的行動の研究に注目した。 

 

子どもの介入行動を捉える研究 

 

 子どもの介入行動は，他者への援助行動(helping 

behavior)や向社会的行動(prosocial behavior)の一つと

捉えることができる。近年，援助行動や向社会的行動に

関する研究が，理論的に整理されつつある。援助行動研

究や向社会的行動研究においては，行動の生起要因や抑

制要因，また動機づけについて検討が進められている。

よってこれらの研究の知見から示唆を得て，子どもの介

入行動の枠組みを考えていくことで，介入行動が実行さ

れるプロセスを構築することができると考えられる。 

１．援助行動研究 

 援助行動は，「他者が身体的に，また心理的に幸せにな

ることを願い，ある程度の自己犠牲(出費)を覚悟し，人

から指示，命令されたからではなく，自ら進んで(自由意

志から)，意図的に他者に恩恵を与える行動」と定義され

る(高木,1987)。子どもの介入行動は，困った状況にある

人を助ける，という援助行動の一つと捉えることができ

る。Reykowski(1982)は援助行動を整理し，その行動の

生起に関わると考えられる動機を理念的に次の 4 つに

類型化している。①内利的(報酬を得る，あるいは罰を回

避する)な動機，②内心的(個人的規範，道徳的基準に従

う)な動機，③内発的(他者の要求を正確に知覚し，彼ら

の利益を守る)な動機，④個人的基準の般化(心理的距離

の近い人の要求を正確に知覚し，彼らの利益を守る)動

機，以上の4つである。 

 構造が複雑であることが指摘されている援助行動で

あるが(高木, 1998)，援助行動は他者との相互作用の中

で生起するものであると Katz & Bender(1976)は指摘

する。Katz & Benderは同じ問題や課題を抱えた集団の

中で相互に援助し合うセルフ・ヘルプ・グループ(self-

help group)による援助行動の促進を提唱している。セル
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フ・ヘルプ・グループは，①共通の問題を持つ，②共通

の目標がある，③対面的な相互関係がある，④メンバー

同士が対等な立場である，⑤参加は自発的である，⑥参

加者の主体性が重んじられる，以上の6つの特徴に整理

される(久保・石川, 1998)。セルフ・ヘルプ・グループは

主に，薬物やアルコールなどの習慣上の問題を持つグル

ープや児童虐待をする親や精神的な問題を抱えるグル

ープなど，病理的な問題に対しての精神的なサポート及

び回復のプロセスの一環として用いられる活動である。

セルフ・ヘルプ・グループのような相互作用を促進する

取り組みを教育的支援の一つとして導入することは，集

団内で援助行動を促進する上で有効な手立てであると

考えられる。 

２．向社会的行動研究 

向社会的行動は，「外的な報酬を期待することなしに，

他者や他の人々の集団を助け，こうした人々のためにな

ることをしようとする行動」と定義される(Mussen 

&Eisenberg, 1977)。子どもの介入行動は，他者あるい

は他の集団を助けようとしたり，人々のためになること

をしようとしたりする自発的な行為である向社会的行

動の一つと捉えることができる。向社会的行動は幼児期

から芽生え始め，幼児期から児童期にかけて，視点習得

の発達に伴って見られるようになる(Eisenberg et al., 

1983)。Eisenberg(1986)は，向社会的行動の発達を6つ

のレベルに設定し，自己中心的に自分の快楽を考える段

階から，相手の立場に立って共感的に考える段階を経て，

内面化された規範や価値に基づく段階に発達するとい

う。規範や価値が影響する向社会的行動には，道徳性の

発達が関連することも指摘されている(清水, 2012)。子

どもの道徳性も，児童期に顕著に発達する(Piaget, 1957)。

Piaget は 7，8 歳までの子どもの正義は，大人，規範，

法などの権威が与えるものであり，それと一致していれ

ば“いいこと”，一致していなければ“悪いこと”と判断

するという。そしてその行いがいいか悪いかは，動機や

意図ではなく，行為の結果によって決まるとしている。

Kohlberg(1971)は Piaget のこの考え方を発展させて，

6段階の道徳性の発達段階を提唱している。 

また向社会的行動は，共感性と正の関連が指摘されて

いる(Eisenberg & Miller, 1987)。Miller & Eisenberg 

(1988)は，共感性と攻撃行動の負の関連についても指摘

している。共感性は，感情的側面と認知的側面に分けて

検討される。児童期において共感性は，感情的側面の発

達は十分であるが，認知的側面の発達の影響を受けて，

より促進されると考えられている(Hoffman, 2008)。 

 

子どもの介入行動の実現 

  

これまで整理してきた援助行動や向社会的行動の研

究では，個人の内的な判断や関係の認知，そして共感性

と道徳性，さらには他者との相互作用が密接に影響して

いることが示されてきた。子どもの介入行動は、他者の

対立問題に対して，ある程度の自己犠牲や自己出費を覚

悟し、報酬を期待せずに助けよう、解決しようという意

思のもとで実行されると考えられる。よって援助行動や

向社会的行動において検討されてきた、個人の内的な判

断や関係の認知，そして共感性と道徳性，さらには他者

との相互作用が介入行動においても関係すると考えら

れる。しかし，これだけでは，他者の対立問題への子ど

もの介入しようとするか否かの個人差を説明すること

は難しい。 

そこで，その個人差を捉える要因として，子どもの介

入行動が実現する条件について着目し，これまで整理し

た援助行動，向社会的行動の知見と，行動の実行を説明

する概念として計画的行動理論，そして子ども同士の関

わりを説明する概念として友人関係研究の知見を参考

に，学校環境において児童期の子どもの介入行動の実現

ついて検討をする。検討にあたっては，個人の行動を予

測する枠組みである計画的行動理論(Ajzen, 1991)を適

応する。 

１．計画的行動理論 

計画的行動理論とは，個人の行動は，その行動をしよ

うとする個人の行動意図によって決定され，更にその行

動意図は，行動に対する「態度」と「主観的規範」 (周

囲の人間がその行動を望ましいと考えているかどうか

に対する認知) によって規定される理論である。しかし，

個人がどれだけその行動をしたいと思ったとしても，ま

た周囲の人間がそれを求めたとしても，自分にとってそ

の行動をとることが難しいと感じるときには行動は生

起し難い。そこで，Ajzen (1991) は，「統制可能性」の

変数を追加することによって予測力が高まるとし，これ

を計画的行動理論とした (Figure1, 白木, 2013)。 

ここでは計画的行動理論に沿って，子どもの介入行動

の実現に向けた検討を行う。 
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２．介入行動の意図への影響段階 

 介入行動の意思はありながらも，実行が実現していな

いという段階である介入行動の意図への影響段階であ

るという態度について考える。介入行動に対しての個人

的評価である態度に影響が考えらえることとして、親子

関係がある。親子関係は、これまで友人関係における相

互作用への影響が指摘されてきた (岡田, 2008)。親子関

係は他者との関係を築く際のモデルとなる(Kerns et al., 

1996)。両親の子どもへの態度は，社会的スキル，共感

性，学校適応感に影響を及ぼすことが指摘されている

(小島, 2013)。また両親間の関係も影響することが考え

られる。ほとんどの子どもの場合，初めて対立問題を目

の当たりにするのは両親の対立である。両親の対立問題

をどのように認知してきたか，またある程度成長した場

合はどのようにその対立問題に関わってきたかが影響

すると考えられる。これと同様に，きょうだい関係の影

響も考えられる。家族にきょうだいがいる場合は，その

きょうだいの対立問題に対してどのように親が介入し

てきたか，または問題解決をしてきたか，という親の対

立問題への態度が影響すると考えられる。また，3きょ

うだい以上である場合は，日常生活の中で対立問題に子

どもが介入する機会はあり，介入者と対立当事者との年

齢も近いため，きょうだい関係での対立問題に対してど

のように関わってきたか，という態度は子どもの介入行

動に影響することが考えられる。 

次に，介入行動が社会またはその集団における規範

(常識)に沿っており、その規範に従うべきであるという

主観的規範について考える。まず、学校場面において生

じる様々な問題に対して教師がどのように対応するか

が，子どもに大きな影響を及ぼすことが考えられる。教

師の教室における行動は，子どもの友人関係に影響を及

ぼす(Birch & Ladd, 1997)。戸ヶ崎ら(1994)は，教師の

指導態度が子どものソーシャルサポートと関連するこ

とを指摘する。このように，教師の態度が子どもの行動

規範に影響することは明らかにされている。教室の雰囲

気・風土も子どもの行動に影響を及ぼすと指摘されてい

る(Lubbers et al., 2006)。また、周囲の子どもの態度も

主観的規範において大きな影響を及ぼすと考えられる。

この要因として，仲間の同調圧力(peer pressure, 

Claesen et al.,1986)が考えられる。これは介入者自身が

自分の介入行動に対して，判断に自信が持てない場合や

介入行動に葛藤している場合に，周りの人の行動が正し

いものとして受け入れてしまい，同調行動をとる可能性

が高くなり，介入行動を抑制してしまうというものであ

る。この要因として考えられるのは，他者が求める欲求

に応えたいという欲求である規範的影響が考えられる。

宮島・内藤(2008)は，中学生対象ではあるが，規範的影

響と同調について検討している。そこでは規範的影響下

において，同調行動が促進されることを示唆している。

この研究では仮想場面の想定法を用いた検討であった

が，実際の対立場面への介入では，対立する当事者と周

囲の規範が影響し，周囲との同調行動をとり，介入行動

に影響する可能性が指摘されている。このような観点か

ら，日ごろの子ども同士の相互作用の重要性も指摘でき

る。相互作用やお互いの尊敬を促すようなポジティブな

教室では，友人と関わる際の自己効力感が高いことが指

摘されている(Patrick et al., 2007)。 

 最後に，介入行動を実行できる可能性を持つかどうか

という統制可能性に関して考えたい。まず、どのように

介入するか，という介入スキルを習得する機会をつくる

Figure1 計画的行動理論
注: Ajzen(1991)のThe Theory of Planned Behaviorを筆者が日本語訳した。
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ことは，介入行動の統制可能性を向上させる上で重要で

ある。松山・池島(2015)は，仲裁的思考を育むことを目

的に，子どもに対してピア・メディエーショントレーニ

ングを行ったところ，質問紙調査の結果ではあるが，傍

観者の影響を受けずに援助的介入行動をとることを実

証している。実際に他者の対立問題への介入行動を実行

する際には，介入した後に，どのように解決するか，と

いう方法をその集団内で共有しておくことが重要であ

ろう。これまでの伝統的な問題解決，いわゆる権威的に

判断しどちらかが負け，どちらかが勝ちという大人が子

どもの対立問題を一方的に裁く方法のような問題解決

では，効果的で協同的な問題解決は実現できない 

(Diamond, 2012)。そのような問題解決の風潮では，子

どもの介入が実現する可能性は低いと考えられる。 

また、学校適応が向上することによって，社会的スキ

ルが向上することは明らかとなっていることから(本田

ら, 2009)，学校環境に適応しているかどうかも，子ども

の介入行動に影響すると考えられる。粕谷(2013)は，学

校適応が高い子どもは，他者との相互作用にも積極的で

あり，他者を知ろうという意欲が高いことを指摘してい

る。よって集団に対して介入スキルの習得と協同的な問

題解決についての方法とその考え方について教育的支

援を行い、結果として子どもの学校環境適応を向上させ

ていくことが重要であろう。 

 

３．介入行動の意図の段階 

 介入行動の意図の段階では，介入行動の意思はありな

がらも，実行が実現していないという段階である。この

段階においても，介入行動の意図への影響段階で指摘さ

れた，自己効力感が大きな影響を及ぼすと考えられる。

行動のスキルは，ただ行動のレパートリーとして獲得し

ても適切に実行できない(藤田ら, 2001)。これは社会的

スキル遂行不安と呼ばれ，自己効力感が高まることによ

って，行動の実行が行われるようになることも指摘され

ている。自己効力感とはある行動をきちんと遂行できる

かどうかという見通しや予想のことであり，行動の積極

性，失敗に対する不安，能力の社会的位置付けなどと関

連がある(Bandura, 1977)。自己効力感が高い子どもは，

問題解決行動に積極的に取り組む傾向があり，自分の意

志や成果によって将来的展望を持つことができる(嶋田, 

2002)。環境要因でも指摘したように，子ども同士の相

互作用，特にポジティブな尊敬を促すような相互作用が

促進される教室は，子どもの自己効力感が高いことが指

摘されている(Patrick et al., 2007)。自己効力感は友人と

の相互作用を動機づけ，そしてスキルを用いる行動の実

行を動機づけることから，介入行動というスキルを要す

る行動において，極めて重要な要素であるといえる。よ

って教育的支援として相互作用を促すことは，介入行動

の実現を目指す上で重要であろう。また，実際に他者の

対立問題への介入行動を実行する際には，介入した後に，

どのように解決するか，という方法をその集団内で共有

しておくことが重要であろう。 

行動を生起するためには，その集団内における社会的

目標も影響すると考えられる。社会的目標は，対人関係

や集団生活における社会的な成果を予測する上で重要

な目標である(大谷ら, 2016)。社会的目標とは，「困って

いる友だちを助けよう」といった向社会的な目標が，学

級などの環境において強調されることで採用される。よ

って教師の子どもへの働きかけが重要となる。教師が社

会的目標に関する標語を有効に使用することで，子ども

の行動はその標語に影響を受け，その標語が学級の規範

と位置づいていくプロセスがあると示唆されている(岸

野・無藤, 2009)。これに共通して，目標志向性が影響す

ることも考えられる。目標志向性とは，生活の様々な場

面における行動の目的や，そこにおいて目指しているこ

とであり，その達成に向かって，個人の認知・行動・感

情を方向づけるものである(Dweck, 1996)。黒田・桜井

(2000)はこのような目標が影響している状況下で，積極

的な会話の開始や援助行動を促すことで，友人関係のポ

ジティブな反応を引き出し，友人関係に対する充実感が

高まるプロセスを明らかにしている。 

また援助行動の動機の一つとして，責任の分散の不可

能性が指摘されている(高木, 1998)。集団において複数

の人数が存在すると，その責任は各自に分散され，各自

が感じる責任が1人の時より軽くなり，責任は分散され

る。集団の中でこのような状況においても，介入行動を

遂行しなければならないという責任感を社会的目標が

影響している状況下で持つことが必要であると考えら

える。 

４．介入行動の実行の段階 

介入行動の実行の段階では，自己開示の影響が考えら

れる。他者との相互作用の開始点となるであろう自己開

示は，介入行動後の対話において必要である。自己開示

は、友人との親密さや満足感、友人からの好意評定に影
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響することが示されている(Buhrmester et al, 1988)。ま

た自己開示は、自身の行動に対して相手から同等の行動

が返されるという返報性や相互性という特徴を持つこ

とでも知られている(大坊・奥田, 1996)。これらのことか

ら、個人が他者に対して話しかけたりすることで相互作

用が生まれ、その結果として問題の解決を図ることがで

きると考えられる。これらから，集団の環境において，

他者の対立問題へ介入することが集団の社会的目標と

なり，そしてその状況下でポジティブな相互作用が行わ

れていれば，友人から信頼感や好意が得られやすくなる。

そしてそれは子どもの自己開示を可能にし，結果として

子どもの介入行動が実行されると考えられる。 

 ここまで検討した子どもの介入行動の実現のモデル

をFigure2に示す。 

 

子どもの介入行動が実現する教育的支援の在り方 

 

 本研究では，児童期における子どもの介入行動に焦点

を当て，その特徴とこれまでの研究を概観し，子どもの

介入行動を捉える概念として，援助行動と向社会的行動

の研究に焦点を当てて検討した。その後，学校環境にお

いて児童期の子どもの介入行動が実行されるプロセス

を捉えるモデルを提示した。このモデルは，援助行動研

究や向社会的行動研究の知見と，行動の実行を説明する

概念として計画的行動理論，そして子ども同士の関わり

を説明する概念として友人関係研究の知見を踏まえて，

理論的に結合したものである。 

 これまでの援助行動では，個人内における動機と，他

者との関わりにおける自らの立場や状況の認知の重要

性が指摘された。また，援助行動が生起する具体的な取

り組みとして，相互に援助し合うセルフ・ヘルプ・グル

ープ(self-help group)が示され，相互作用の重要性が指

摘された。また，向社会的行動においては，道徳性や共

感性の重要性が指摘された。これらより，道徳性や共感

性を高めつつ，相互作用を促進させる取り組みを行うこ

とが，子どもの介入行動を実現するためには必要である

ことが示唆された。また，共感性については親の療育態

度も影響することから(小島, 2013)，学校だけで取り組

むのではなく，地域社会も巻き込んだ取り組みの計画が

必要であろう。 

 また，本研究で提示したモデルにおいて，大きな影響

を及ぼす要因が自己効力感であった。自己効力感は，実

行に不安を持った者が行動を実行させる際の，大きな動

機づけにつながることが指摘された。また自己効力感は

自尊心を包括的に捉えた自己概念との関連性も指摘さ

れた。自己効力感は，ポジティブな尊敬を促す環境にお

いて高まることから，やはり相互作用を促進させる取り

組みを学級や学校で導入することが必要であり，さらに

それはポジティブな尊敬を促すものであることが，子ど

もの介入行動を実現させるために必要であると示唆さ

れた。また学級や学校において，明確な社会的目標が設

定されていることも重要である。例えば，「仲直りができ

るクラスにしよう」や「友達が困っている時や悩んでい

る時は，話を聞いてあげよう」というような，介入行動

を促進させる社会的目標や，困難を示す友人に声をかけ

ることを肯定的に捉える社会的目標が学級や学校で掲

 

Figure2 子どもの介入行動が実行されるプロセス
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げられることによって，その集団の中でその行動への態

度や規範が位置づいていくと指摘された。 

 教育的支援要因として，介入者が介入行動を実現しよ

うとするためのスキルや，介入後の対立問題を解決でき

るかどうかは重要である。よってこれまで取り組まれて

いる社会的スキルやピア・メディエーションなどの教育

的支援を通した対立解消スキルの習得の実践は必要で

あるといえる。しかしその取り組みの導入以前に，学級

や学校において子どもの介入行動を肯定する社会的目

標を設定し，教師が主体となって集団の目標志向性を高

めていくことが必要であると示唆された。これらより，

子どもの介入行動が実現するためには，子どもの介入行

動を肯定する社会的目標が影響し，教育的支援が実践さ

れる集団において，共感性と道徳性を高めつつポジティ

ブな尊敬を促す相互作用が行われることが重要である

と示唆された。 

 今後の課題として，次の2点を指摘したい。1つ目は，

子どもの介入行動を実証的に検討することである。援助

行動や向社会的行動の研究においては，行動の変化や行

動の特徴が実証されている(高木, 1998)。また発達心理

学研究では，幼児期の子どもの対立問題を観察し，その

特徴と解決方法が実証されている(広瀬, 2009)。子ども

の介入行動に着目して実証的に研究された例は，児童期

においては見られない。他者の対立問題への子どもの介

入行動の特徴や方略，また解決方法を実証していくこと

は，今後極めて重要であろう。 

 2つ目は子どもの介入行動を抑制する要因について検

討する必要がある。本研究で提示したモデルは，個人と

環境の条件，そして教育的支援の条件が整うことで行動

が実行されるとしたモデルである。しかし，本来は他者

の対立問題へ介入することは，自らの安全や自尊心に影

響する，極めて困難な行動であると考えられる。また，

ある集団において本研究で提示したモデルが成立し，子

どもの介入行動が実行されるとしても，その子どもがこ

の条件下ではない集団に移った場合に，介入行動が実現

するかどうか，またどのような影響がその子どもにある

かを検討する必要があるだろう。 

 これまで，子どもの介入行動に関して，近接する研究

領域の概念や知見に基づいた包括的な整理はされては

こなかった。本研究で提示したモデルは，介入行動につ

いての研究の枠組みを検討するきっかけとなるであろ

う。今後，学校における臨床的な知見を積み重ねていく

ことで，子どもの介入行動を包括的に捉えていくことが

望まれる。 
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